
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１４５０１

若手研究(B)

2014～2011

国家財政破綻回避のための法的枠組み～租税法と財政法の協働による世代間衡平の探求～

How can we prevent the government from going bankrupt: From the view point of 
intergenerational equity

００３６１４５２研究者番号：

神山　弘行（KOHYAMA, Hiroyuki）

神戸大学・法学（政治学）研究科（研究院）・准教授

研究期間：

２３７３００２２

平成 年 月 日現在２７   ６   ２

円     2,200,000

研究成果の概要（和文）：　本研究課題の第１の成果は，これまで多くの租税立法政策論が合理的個人を想定して議論
をしてきたところ，人間の限定合理性に着目をする行動経済学の議論を参照することで，個人の限定合理性を租税法政
策論に体系的に組み込める可能性についての発展的知見が得られたことである。第２の成果は，国家財政破綻を回避す
るために，法的義務として国庫が負担する「明示的債務」のみならず，法的義務ではないものの国庫負担が求められる
「非明示的債務」の法的統制が重要との知見を得て，租税・財政政策及び他の法制度の最適な組み合わせを見直す契機
を得ることができたことである。

研究成果の概要（英文）：　The most of traditional legal theories of tax law assume rationality of 
taxpayers. Through this project, I found the ways of improving tax law legislation by taking into account 
“bounded rationality” of taxpayers, which is studied in the field of behavioral economics and 
behavioral finance.
　As to the main research purpose, this project considers the hidden problems of “implicit contingent 
liabilities”, which could cause the bankruptcy of the Japanese government in the future. And I found, by 
matching the fiscal systems (i.e. tax law and public finance law) with other legal systems, we could 
reduce these future fiscal risks resulting from implicit contingent liabilities.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
日本の国家財政は破綻の危機に直面して

いる。租税の最大の目的は「財源」を確保す
るためである。しかし従来の租税法学は，納
税者の観点からのみ検討を行なうか，もしく
は納税者と国庫の利得が表裏一体であると
の前提のもと議論を進めてきた。 
しかし，国庫と納税者の立場が表裏一体で

ない可能性があるところ，納税者に過度の負
担を強いることなく財政規律維持のための
法的枠組みを導入できる可能性がある。本研
究は，世代間衡平の観点から，租税法と財政
法の知見を統合し，財政破綻回避のための法
的枠組みを探求するものである。 
 
 
２．研究の目的 
 
（１）本研究課題の最終的な目的は，世代

間衡平の観点から，租税法と財政法の知見を
統合し，財政破綻回避のための法的枠組みを
探求することにある。 
 
（２）この目的を達成するべく，本研究課

題は，次の 4 段階からなる具体的目的により
構成されている。第 1 の目的は，租税法の事
実解明的議論として，個人の限定合理性の観
点から，法理論・法制度に新しい光を当てる
ことでより良い理解を導くことである【以下，
第 1 段階とよぶ】。第 2 の目的は，規範的議
論として，経済学（最適課税論）が捨象して
きた「法の執行面」や「法的形式の差異」を
考慮に入れた「最適課税制度論」を構築する
ことである【以下，第 2 段階とよぶ】。第 3
の目的は，立法者・有権者の限定合理性に留
意し，財政規律を維持するための財政法の枠
組みを探求することである【以下，第 3 段階
とよぶ】。第 4 の目的は，租税法と財政法の
知見を統合し，世代間衡平の観点から，財政
健全化のための包括的な法的枠組み（公共経
済法）を構築することが最終的な目的である
【以下，第 4 段階とよぶ】。 
 
 
３．研究の方法 
 
上記記載の第１段階及び第2段階の研究目

的を達成すべく，研究期間の前半は，主に，
法学者や行政実務家が直感的な形で考慮し
てきた，租税法の背後に存在する「現実的人
間像（限定合理的な人間像）」を抽出するた
めに，文献調査・聞取調査等を行なうととも
に，米国ハーバード・ロー・スクールの Daniel 
Halperin 教授等の協力を得つつ，主に理論的
側面から研究計画を遂行するものである。研
究期間の後半は，主に，第 3段階及び第 4段
階の研究目的を達成すべく，発生主義予算を
本格的に導入している英国，豪州，ニュージ
ーランドの法制度に関し文献調査・聞取調査

等を行うものである。 
 
 
４． 研究成果 
  
（１） 成果の概要 
本研究課題の研究成果について，全期間

（平成 23 年度～平成 26 年度）を通じて，下
記【５．主な発表論文等】に記載の通り，雑
誌論文 10 本――これとは別に，本研究課題
の前身である科研費若手（B）〔21730019〕の
成果を基礎にしつつ，公刊準備段階で，本研
究課題の成果を反映させる形で内容を修正
した論文がある〔雑誌論文⑪～⑮〕――，学
会発表５件（口頭報告４件及びポスター報告
１件），図書３件（分担執筆）という形で，
積極的に公刊・公表した。 
とりわけ，研究期間後半においては，研究

成果を国際的シンポジウム等の場を活用し
て，英語報告により積極的に国外に発信する
ことに務めた【学会報告①②③】。本研究課
題の研究代表者は，本研究課題の構想段階か
ら米国ハーバード・ロー・スクールの Daniel 
Halperin 教授，Alvin C. Warren 教授及び
Howell Jackson教授等と研究協力体制を築い
てきたところ，研究期間後半においては，各
種国際シンポジウムでの報告や議論を契機
に，米国以外の研究者（オランダ，オースト
ラリア，フランスなど）との協力関係も深め
ることができた。 
 
（２）総論部分に関する成果 
具体的な研究成果として，次の点を上げる

ことができる。（なお，【 】内の番号は，下
記【５．主な発表論文等】の業績番号と対応
している。） 
 
まず，租税法の背後に存在する「現実的人

間像」を抽出する過程において，人間の限定
合理性に着目をする行動経済学の分野にお
ける先端的議論を参照しつつ，法解釈学・法
政策論への応用可能性について検討を加え
た。その結果，個人の限定合理的な意志決定
の背後には，目立ちやすさ（salience），受
動的選択，ペイ・オフの複雑性，限定的経験，
宣伝広告等の影響，異時点間の選択等といっ
た諸要因が関係している可能性があるとの
知見を得た。この点について，【論文⑨】を
公刊した。さらに，【学会報告⑤】及び【学
会報告④】として成果を報告し，同報告内容
をもとに【論文⑧】及び【論文⑥】を公刊し
た。 
その上で，日本の現金主義的単年度予算が，

現在の財政サービスの費用を予算指標に正
確に反映できていない結果として，納税者お
よび議員の認識が歪められ，財政赤字が加速
しているとの問題意識から，現金主義という
国庫の年度帰属の修正を図る発生主義予算
や，単年度という時間枠組みの拡大を図る複
数年度予算の活用を視野に入れつつ「予算制



度の規範的検討」を進めたところ，政府が将
来財政負担を強いられる可能性がある「非明
示的偶発債務」（法的な義務ではないが世論
や政治的圧力により国庫負担が求められる
可能性がある債務）に関する，より効率的な
法的統制を構築することが肝要であるとの
知見を得ることができた。 
そして，災害時や不況時に，事後的な最後

の手段として財政支援・公的支援が要求され
ることがあるところ，この「事後的な財政支
援」と，「事前の手段」として有限責任法制
（会社法）や倒産法制を最適に組み合わせる
ことで，財政が直面する不確実性に対処する
ことが可能であるとの知見を得た。この点に
ついては，【論文④】として公刊した。 
 
上記の研究を遂行する過程において，経済

危機や甚大災害の公的支援に代表される偶
発的非明示債務に対して，租税法と財政法の
知見を統合することにより，市場メカニズム
では上手く分配ができないような巨大リス
ク（将来の不確実性）について，適切な租税
政策及び国債政策を通じた，複数の世代間を
通じたリスクの分配政策を効果的に行うこ
とができれば，一定の条件下で，リスクをよ
り効率的に分散できる可能性が高いとの着
想を得た。 
この点については，実証的分析も含めたよ

り先端的かつ学際的な研究が必要となるこ
とから，数多くのフィードバックを国外から
得られるように，国際シンポジウム等での報
告を通じて，積極的に英語により成果を発表
することに務めた。具体的には，法学者によ
る国際シンポジウムにおける口頭報告（英
語）2 件【学会報告①③】及び，日本学術振
興会主催の第9回日仏先端科学シンポジウム
（9th JFFoS）においてポスター報告（英語）
をした【学会報告②】。 
 
（３）各論部分に関する成果 
上記（２）で述べた総論的考察を進めると

ともに，それと並行する形で，各論的考察も
進めた。具体的には，国家財政破綻を回避す
るべく，（主に歳入確保の観点から）国際的・
先端的な租税回避とその対抗策について，検
討を加えた。そこでは，知的財産権に代表さ
れる無形資産を活用した国際的な租税回避
が先進諸国において税源浸食の問題として
関心が高まっていることに鑑み，それに対す
る裁判所及び立法府の対応について，アメリ
カやイギリスなどの諸外国における対応を
検討し，その成果を【論文⑤】，【論文⑦】及
び【図書③】として公刊した。また，国家間
の制度の差異を利用した租税回避を「租税裁
定取引」という観点から理解・分析すること
が可能であるところ，同一国内における租税
法上の制度的差異を利用した租税回避とそ
の対応策についても「租税裁定取引」という
統一的観点から検討を加えることに務めた。
そこでは，ファイナンス理論のレンズから眺

めた場合，租税法が前提としている法的分
節・区分は，容易に飛び越える（＝納税者が
容易に無効化する）ことができるため，租税
法単独での対応策では常に不十分なものと
なる可能性が高く，他の法的規制などに代表
される「市場活動における各種の摩擦
（friction）」を利用することで，租税回避
行為に対してより効率的に対応できるので
はないかとの知見を得ることができたとこ
ろ，その成果を【図書①】として公刊した。 
これに加えて，安定的税収を確保する観点

から，市場におけるリスクと法人課税の課税
ベースや，税制優遇（特区税制）の関係につ
いて考察を加えたところ，その成果を【図書
②】及び【論文①】及び【論文⑩】として公
刊した。 
 
さらに，租税法体系の規範的再構築――最

適課税制度論の構築――の観点から，国家財
政破綻を防ぎつつ，納税者に過度の負担を強
いることのない租税法制度の新たな可能性
を切り拓くべく，別の観点からも考察を進め
た。具体的には，現在の主要な歳入手段であ
る所得税や消費税において，所得（消費）へ
の課税が法技術的に選択されているところ，
その背後に存在する効用（utility）及び福
利（well-being）の関係について考察を加え
るとともに，所得（消費）以外の課税ベース
について租税制度を構築することの可能性
に関して考察を進めた。また，所得税制度（消
費税制度）に反映可能な変数として，「年齢」
に着目をすることで，納税者個人の効用（及
び社会的厚生）を過度に減ずることなく，税
収確保が可能であるかについて検討を加え
た。これらの点に関する成果を，【論文②】
及び【論文③】として公刊した。 
 
 （４）今後の展望等 
本研究で得られた重要な知見の一つとし

て，国家財政破綻を回避するためには，一定
の条件を満たした場合に法的義務として国
庫が負担する債務である「明示的偶発債務
(explicit contingent liability)」――例
えば，公的債務保証－―の法的統制だけでな
く，法的義務ではないが世論や政治的圧力に
より国庫の負担が求められる「非明示的偶発
債務（implicit contingent liability）」―
―例えば，甚大災害又は経済危機への公的支
援――をどのように統制するか，またどのよ
うに財源を確保するかという問題を体系的
に検討する必要があるという点をあげるこ
とができる。 
非明示的偶発債務の最適な統制のあり方

については，租税政策及び国債政策を通じた
世代間での適切な費用分配（又は不分配）が
重要な検討課題となる。この点については，
世代間衡平の観点も加味しつつ，本研究課題
で得られた知見をさらに発展させる形で，引
き続き検討を加えていく予定である。 
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